
 !"#$%&’ (

)*+,-./

01234567

8 9 :; < = ;>?@A B C D EFF/

GHIJ@ K ) " L M ’ N

O P IOPQRSNTUVS& W X Y

 !"#$%&’()* +,-./01234567

Z [\]^ Z_[\]‘ab!cd#$efghijklFmdndFl

, oepqrstghui,!"mv # k  od#wexyz{ |}d~p

¡<¢ !"£)8⁄/cd¥ƒ§¤'“«‹›fidGHflq–†‡·¶

}

•J‚„J”‘a»8…aeOPId•J

‰J‚„J”

» 8

OPId•¿

@K)"LM’N

;<=;<?`ABCDEFF/

OPQRSNTUVS& W X Y ´

89 ˆ˜‚„¯˘˙dJ”‘a89:

J ” <¢ ¨"£)8

8 9 : <¢=˚¸?˝<C˛ˇ

—Æ £)t !cdJ”

J ” <¢ !"£)8 ⁄/ !c

ªŁª



－2－ 

四 変更に係る事項 

平成 29 年４月 19 日付け原規規発第 17041912 号をもって認可を受けた

島根原子力発電所１号炉の廃止措置計画認可申請書の記載事項中，「六 

核燃料物質の管理及び譲渡し」を「八 核燃料物質の管理及び譲渡し」

に，「七 核燃料物質による汚染の除去」を「九 核燃料物質による汚染

の除去」に，「八 核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃

棄」を「十 核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄」

に，「九 廃止措置の工程」を「十一 廃止措置の工程」に読み替えると

ともに，次の事項の記述を別紙のとおり変更又は追加する。 

四 廃止措置対象施設及びその敷地 

五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方法 

六 性能維持施設 

七 性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性

能を維持すべき期間 

八 核燃料物質の管理及び譲渡し 

九 核燃料物質による汚染の除去 

十 核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄 

十一 廃止措置の工程 

十二 廃止措置に係る品質マネジメントシステム 

 

五 変更の理由 

(1) 原子力規制における検査制度の見直しに伴う変更 

原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物

質及び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する法律の一部施行

に伴い，並びに核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法

律の規定に基づき，及び同法を実施するため，令和２年１月23日付で

実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則の一部の改正が行われ

たことから，関連する廃止措置計画認可申請書の記述の変更及び記述
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の追加を行う。 

(2) その他，記載の適正化を行う。  
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別紙 

  

 

 

変 更 の 内 容 
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四 廃止措置対象施設及びその敷地 

 廃止措置対象施設及びその敷地の記述の一部を，島根原子力発電所１

号炉廃止措置計画変更認可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変

更する。 

 

  



島根原子力発電所１号炉廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

  
注）下線は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

－
6
－
 

変更前 変更後 備考 
1. 廃止措置対象施設の範囲及びその敷地 

廃止措置対象施設の範囲は，原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可

を受けた１号炉の発電用原子炉及びその附属施設である。１号炉の原子

炉設置許可及び原子炉設置変更許可の経緯を第 4－1 表に，廃止措置対

象施設を第 4－2表に示す。 

なお，１号及び２号炉共用，又は，１号，２号及び３号炉共用の発電

用原子炉施設（第 5－1表に示す解体の対象となる施設を除く。）は，２

号又は３号炉にて保守管理を実施し，２号又は３号炉の発電用原子炉施

設として施設定期検査を受けるものとする。また，当該の共用の発電用

原子炉施設は，１号炉の廃止措置終了後も２号炉又は２号及び３号炉共

用の発電用原子炉施設として引き続き供用する。 

島根原子力発電所の敷地面積は，約 192万 m
2であり，原子炉設置許可

又は原子炉設置変更許可を受けた１号，２号及び３号炉の３基の発電用

原子炉及びその附属施設等が設置されている。なお，２号炉は発電用原

子炉として現在も使用中であり，３号炉は現在建設中である。 

廃止措置対象施設の敷地を第 4－1図に示す。 

 

 

1. 廃止措置対象施設の範囲及びその敷地 

廃止措置対象施設の範囲は，原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可

を受けた１号炉の発電用原子炉及びその附属施設である。１号炉の原子

炉設置許可及び原子炉設置変更許可の経緯を第 4－1 表に，廃止措置対

象施設を第 4－2表に示す。 

なお，１号及び２号炉共用，又は，１号，２号及び３号炉共用の発電

用原子炉施設（第 5－1表に示す解体の対象となる施設を除く。）は，２

号又は３号炉にて施設管理を実施する。また，当該の共用の発電用原子

炉施設は，１号炉の廃止措置終了後も２号炉又は２号及び３号炉共用の

発電用原子炉施設として引き続き供用する。 
 

島根原子力発電所の敷地面積は，約 192万 m
2であり，原子炉設置許可

又は原子炉設置変更許可を受けた１号，２号及び３号炉の３基の発電用

原子炉及びその附属施設等が設置されている。なお，２号炉は発電用原

子炉として現在も使用中であり，３号炉は現在建設中である。 

廃止措置対象施設の敷地を第 4－1図に示す。 

 

 

  
 

    
・実用炉規則改正に伴う変更         
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五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方法 

 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方法の

記述のうち，「重大事故対策設備」を「重大事故等対処設備」に，「六 

核燃料物質の管理及び譲渡し」を「八 核燃料物質の管理及び譲渡し」

に，「七 核燃料物質による汚染の除去」を「九 核燃料物質による汚染

の除去」に読み替える。 
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六 性能維持施設 

  性能維持施設の記述を以下のとおり追加する。 

 

1. 性能維持施設 

廃止措置を安全に進めるうえで，放射性廃棄物を内包する系統及び

機器を収納する建物等，廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原

子炉施設（以下「性能維持施設」という。）を廃止措置の進捗に応じて

維持管理していく。 

性能維持施設に係る必要な機能及び性能並びに維持期間についての

基本的な考え方を以下に示す。 

(1) 放射性物質を内包する系統及び機器を収納する建物及び構築物につ

いては，これらの系統及び機器が撤去されるまでの期間，放射性物質

の外部への漏えいを防止するための障壁及び放射線遮蔽体としての機

能及び性能を維持管理する。 

(2) 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設については，使用済燃料が１号

炉から搬出されるまでの期間，燃料取扱，臨界防止，冷却浄化等の機

能及び性能を維持管理する。また，新燃料が１号炉から搬出されるま

での期間，燃料取扱，臨界防止等の機能及び性能を維持管理する。 

(3) 放射性廃棄物の廃棄施設については，放射性廃棄物の処理が完了す

るまでの期間，放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物を適切に処

理・放出するため，処理機能及び性能を維持管理する。また，放射性

固体廃棄物を適切に処理及び貯蔵保管するため，処理及び貯蔵の機能

及び性能を維持管理する。 

(4) 放射線管理施設については，関連する設備の供用が終了するまでの

期間，原子炉施設内外の放射線監視，環境への放射性物質の放出管理

及び管理区域内作業に係る放射線業務従事者の被ばく管理のために，

放射線監視及び放出管理の機能及び性能を維持管理する。 

(5) 換気設備については，管理区域を解除するまでの期間，使用済燃料
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の貯蔵管理，放射性廃棄物の処理，放射線業務従事者の被ばく低減等

を考慮して，建物内の換気機能及び性能を維持管理する。 

(6) 非常用電源設備については，使用済燃料が１号炉から搬出されるま

での期間，原子炉施設の安全確保に必要な適切な容量を確保し，それ

ぞれの設備に要求される電源供給機能及び性能を維持管理する。 

(7) その他の安全確保上必要な設備については，安全確保上必要な期間，

それぞれの設備に要求される機能及び性能を維持管理する。 

 

以上の基本的な考え方に基づき選定した具体的な性能維持施設を第 6

－1 表に示す。廃止措置の進捗に応じて，第 6－1 表に示す性能維持施

設を変更する場合は，廃止措置計画に反映し変更の認可を受ける。 

 

2. 性能維持施設の施設管理 

性能維持施設については，必要な期間中，必要な機能及び性能が維

持できるよう，保安規定に施設管理計画を定め，これに基づき施設管

理を実施する。



 

 

－
1
0
－
 

第 6－1 表 性能維持施設(1/10) 

施設区分 
設備等

の区分 

位置，構造及び設備 

機能 性能 維持期間 

設備（建物）名称 維持台数  

原子炉本体 
放射線遮

蔽体 

原子炉容器の外側の遮蔽壁 １式 既許認可どおり 

放射線遮蔽機能 

放射線障害の防止に

影響するような有意

な損傷がない状態で

あること 

放射能レベルの比

較的高い炉心支持

構造物等の解体が

完了するまで 

ドライウェル外周の壁 １式 既許認可どおり 

原子炉建物外壁 １式 既許認可どおり 
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第 6－1 表 性能維持施設(2/10) 

施設区分 
設備等

の区分 

位置，構造及び設備 

機能 性能 維持期間 

設備（建物）名称 維持台数  

核燃料物質の

取扱施設及び

貯蔵施設 

核燃料物

質取扱設

備 

燃料取替機（１号炉原子炉建物内） １台 既許認可どおり 

燃料取扱機能 

臨界防止機能 

燃料落下防止機

能 

（炉心内及び炉

心と燃料プール

との間の燃料取

扱機能は除く） 

新燃料及び使用済燃

料を取り扱うことが

でき，取扱中に新燃

料及び使用済燃料が

破損しないよう正常

に動作する状態であ

ること 

新燃料又は使用済燃

料を取扱中，動力源

が喪失した場合にお

いても，新燃料又は

使用済燃料が保持さ

れる状態であること 

１号炉に貯蔵して

いる新燃料及び使

用済燃料の搬出が

完了するまで 

原子炉建物天井クレーン（１号炉原

子炉建物内） 
１台 既許認可どおり 

燃料取扱機能 

臨界防止機能 

燃料落下防止機

能 

新燃料を取り扱うこ

とができ，取扱中に

新燃料及び使用済燃

料が破損しないよう

正常に動作する状態

であること 

新燃料を取扱中，動

力源が喪失した場合

においても，新燃料

が保持される状態で

あること 

輸送容器除染設備（除染区域） １式 既許認可どおり 燃料取扱機能 

使用済燃料輸送容器

の除染に影響するよ

うな有意な損傷がな

い状態であること 
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第 6－1 表 性能維持施設(3/10) 

施設区分 
設備等

の区分 

位置，構造及び設備 

機能 性能 維持期間 

設備（建物）名称 維持台数  

核燃料物質の

取扱施設及び

貯蔵施設 

核燃料物

質貯蔵設

備 

新燃料貯蔵庫（新燃料貯蔵ラックを

含む） 
１式 既許認可どおり 臨界防止機能 

新燃料が臨界に達す

るような変形等の有

意な損傷がない状態

であること 

１号炉に貯蔵して

いる新燃料の搬出

が完了するまで 

使
用
済
燃
料
貯
蔵
設
備 

燃料プール（貯蔵ラック並びに

燃料プール水位及び燃料プール

水の漏えいを監視する設備を含

む） 

１式 既許認可どおり 

臨界防止機能 

放射線遮蔽機能 

水位監視機能 

漏えい監視機能 

新燃料及び使用済燃

料が臨界に達するよ

うな変形等の有意な

損傷がない状態であ

ること 

燃料プールの水位が

計測でき，警報設定

値において警報が発

信できる状態である

こと 

燃料プール水の漏え

いを監視する設備が

使用できる状態であ

ること 

１号炉に貯蔵して

いる使用済燃料の

搬出が完了するま

で 

燃料プール

冷却系 

ろ過脱塩装置 １基 既許認可どおり 

冷却浄化機能 

燃料プール水補

給機能 

燃料プール水の冷却

が可能な状態である

こと 

使用済燃料の被覆が

著しく腐食するおそ

れがある場合に燃料

プール水をろ過脱塩

装置に通水できる状

態であること 

１号炉に貯蔵して

いる使用済燃料の

搬出が完了するま

で 

ポンプ １台 既許認可どおり 

熱交換器 １基 既許認可どおり 
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第 6－1 表 性能維持施設(4/10) 

施設区分 
設備等

の区分 

位置，構造及び設備 

機能 性能 維持期間 

設備（建物）名称 維持台数  

原子炉冷却系

統施設 

１次冷却

設備 

復水貯蔵タンク（補給水ラインを含

む） 
１基 既許認可どおり 

燃料プール水補

給機能 

内包する放射性物質

が漏えいするような

き裂，変形等の有意

な欠陥がない状態で

あること 

１号炉に貯蔵して

いる使用済燃料の

搬出が完了するま

で 

その他の

主要な事

項 

原子炉補機冷却

系 

熱交換器 ２胴 既許認可どおり 

補機冷却機能 

性能維持施設（燃料

プール冷却系）へ冷

却水を供給できる状

態であること 

１号炉に貯蔵して

いる使用済燃料の

搬出が完了するま

で 

ポンプ ２台 既許認可どおり 

海水ポンプ ２台 既許認可どおり 

放射性廃棄物

の廃棄施設 

気体廃棄

物の廃棄

設備 

排気筒 １基 既許認可どおり 

放射性廃棄物処

理機能 

放射性気体廃棄物の

放出に影響するよう

な有意な損傷がない

状態であること 

放射性気体廃棄物

の処理が完了する

まで 

タービン建物排気筒 １基 既許認可どおり 
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第 6－1 表 性能維持施設(5/10) 

施設区分 
設備等

の区分 

位置，構造及び設備 

機能 性能 維持期間 

設備（建物）名称 維持台数  

放射性廃棄物

の廃棄施設 

液体廃棄

物の廃棄

設備 

機器ドレン系

（１号炉建物内

（１号及び２号

炉共用）） 

廃液コレクタ・タ

ンク 
１基 既許認可どおり 

放射性廃棄物処

理機能 

内包する放射性物質

が漏えいするような

き裂，変形等の有意

な欠陥がない状態で

あること 

放射性液体廃棄物

の処理が完了する

まで 

廃液サンプル・タ

ンク 
２基 既許認可どおり 

廃液サージ・タン

ク 
１基 既許認可どおり 

フィルタ １基 既許認可どおり 

脱塩器 １基 既許認可どおり 

床ドレン・再生

廃液系（１号及

び２号炉共用） 

床ドレン・コレク

タ・タンク 
１基 既許認可どおり 

放射性廃棄物処

理機能 

内包する放射性物質

が漏えいするような

き裂，変形等の有意

な欠陥がない状態で

あること 

放射性液体廃棄物

の処理が完了する

まで 

廃液中和タンク ２基 既許認可どおり 

床ドレン・サンプ

ル・タンク 
２基 既許認可どおり 

フィルタ １基 既許認可どおり 

脱塩器 １基 既許認可どおり 

濃縮器 ２基 既許認可どおり 
放射性廃棄物処

理機能 

放射性液体廃棄物を

処理できる状態であ

ること 

放射性液体廃棄物

の処理が完了する

まで 
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第 6－1 表 性能維持施設(6/10) 

施設区分 
設備等

の区分 

位置，構造及び設備 

機能 性能 維持期間 

設備（建物）名称 維持台数  

放射性廃棄物

の廃棄施設 

液体廃棄

物の廃棄

設備 

シャワ・ドレン

系（１号及び２

号炉共用） 

シャワ・ドレン・

タンク 
２基 既許認可どおり 

放射性廃棄物処

理機能 

内包する放射性物質

が漏えいするような

き裂，変形等の有意

な欠陥がない状態で

あること 

放射性液体廃棄物

の処理が完了する

まで 
ろ過器 １基 既許認可どおり 

復水器冷却水放水口（１号及び２号

炉共用） 
１式 既許認可どおり 

放射性廃棄物処

理機能 

放射性液体廃棄物の

放出に影響するよう

な有意な損傷がない

状態であること 

放射性液体廃棄物

の処理が完了する

まで 

固体廃棄

物の廃棄

設備 

濃縮廃液貯蔵タンク ３基 既許認可どおり 

放射性廃棄物貯

蔵機能 

内包する放射性物質

が漏えいするような

き裂，変形等の有意

な欠陥がない状態で

あること 

放射性固体廃棄物

の処理が完了する

まで 

廃樹脂タンク ２基 既許認可どおり 

フィルタ・スラッジ貯蔵タンク ２基 既許認可どおり 

フィルタ・スラッジ・サージ・タン

ク 
１基 既許認可どおり 

復水スラッジ分離タンク ２基 既許認可どおり 

減容機（１号炉建物内（１号及び２

号炉共用）） 
１基 既許認可どおり 

放射性廃棄物処

理機能 

放射性固体廃棄物を

処理できる状態であ

ること 

放射性固体廃棄物

の処理が完了する

まで 



 

 

－
1
6
－
 

第 6－1 表 性能維持施設(7/10) 

施設区分 
設備等

の区分 

位置，構造及び設備 

機能 性能 維持期間 

設備（建物）名称 維持台数  

放射線管理施

設 

屋内管理

用の主要

な設備 

エリア・モニタ 

（核燃料物質貯蔵設備エリア，原子

炉補機冷却系エリア，放射性廃棄物

の廃棄設備エリア） 

11 個 既許認可どおり 放射線監視機能 

線量当量率を測定で

きる状態であること 

警報設定値において

警報が発信する状態

であること 

関連する設備の供

用が終了するまで 

屋外管理

用の主要

な設備 

排気筒モニタ 

排気筒モニタ １個 既許認可どおり 

放射線監視機能 

放出管理機能 

放射性物質の濃度を

測定できる状態であ

ること 

警報設定値において

警報が発信する状態

であること 

放射性気体廃棄物

の処理が完了する

まで タービン建物排気

筒モニタ 
１個 既許認可どおり 

排水モニタ 
廃棄物処理排水モ

ニタ 
１個 既許認可どおり 

放射線監視機能 

放出管理機能 

放射性物質の濃度を

測定できる状態であ

ること 

警報設定値において

警報が発信する状態

であること 

放射性液体廃棄物

の処理が完了する

まで 排水のサンプリ

ングモニタ 
放水路水モニタ １個 既許認可どおり 

プロセス水モニタ（原子炉補機冷却

系の熱交換器出口（海水側）） 
１個 既許認可どおり 放射線監視機能 

放射性物質の濃度を

測定できる状態であ

ること 

警報設定値において

警報が発信する状態

であること 

原子炉補機冷却系

の供用が終了する

まで 

  



 

 

－
1
7
－
 

第 6－1 表 性能維持施設(8/10) 

施設区分 
設備等

の区分 

位置，構造及び設備 

機能 性能 維持期間 

設備（建物）名称 維持台数  

原子炉格納施

設 

その他の

主要な事

項 

原子炉建物 １式 既許認可どおり 

放射性物質漏え

い防止機能（事

故時における非

常用ガス処理系

による気密性は

除く） 

外部へ放射性物質が

漏えいするような有

意な損傷がない状態

であること 

管理区域解除まで 

原子炉建物常用

換気系 

給気ファン １台 既許認可どおり 

換気機能 

給気ファン及び排気

ファンの運転に異常

がない状態であるこ

と 

管理区域解除まで 排気ファン １台 既許認可どおり 

フィルタ ２個 既許認可どおり 

その他原子炉

の附属施設 

非常用電

源設備 

ディーゼル発電機 １組 既許認可どおり 

電源供給機能

（自動起動及び

自動給電機能は

除く） 

性能維持施設（燃料

プール冷却系ポン

プ，原子炉補機冷却

系ポンプ及び海水ポ

ンプ）へ電源を供給

できる状態であるこ

と 

１号炉に貯蔵して

いる使用済燃料の

搬出が完了するま

で 

蓄電池（所内用） ２組 既許認可どおり 電源供給機能 

性能維持施設（ディ

ーゼル発電機）へ電

源を供給できる状況

であること 



 

 

－
1
8
－
 

第 6－1 表 性能維持施設(9/10) 

施設区分 
設備等

の区分 

位置，構造及び設備 

機能 性能 維持期間 

設備（建物）名称 維持台数  

その他原子炉

の附属施設 

その他主

要な事項 
サージタンク（補助サージ・タンク） １基 既許認可どおり 

放射性廃棄物処

理機能 

内包する放射性物質

が漏えいするような

き裂，変形等の有意

な欠陥がない状態で

あること 

放射性液体廃棄物

の処理が完了する

まで 

その他主要施

設 

建物及び

構築物 

廃棄物処理建物 １式 既許認可どおり 

放射性物質漏え

い防止機能 

放射線遮蔽機能 

外部へ放射性物質が

漏えいするような有

意な損傷がない状態

であること 

放射線障害の防止に

影響するような有意

な損傷がない状態で

あること 

各建物の管理区域

を解除するまで 

タービン建物 １式 既許認可どおり 

発電所補

助設備 
換気系 

タービン建物

換気系 

給気ファン １台 既許認可どおり 

換気機能 

給気ファン及び排気

ファンの運転に異常

がない状態であるこ

と 

各建物の管理区域

を解除するまで 

排気ファン １台 既許認可どおり 

フィルタ ２個 既許認可どおり 

廃棄物処理建

物換気系 

給気ファン １台 既許認可どおり 

排気ファン １台 既許認可どおり 

フィルタ ２個 既許認可どおり 



 

 

－
1
9
－
 

第 6－1 表 性能維持施設(10/10) 

施設区分 
設備等

の区分 

位置，構造及び設備 

機能 性能 維持期間 

設備（建物）名称 維持台数  

その他主要施

設 

発電所補

助設備 
消火装置 

消火栓 １式 既許認可どおり 

消火機能 
消火装置が使用でき

る状態であること 

各建物の各エリア

に設置されている

設備の供用が終了

するまで 移動型消火器 １式 既許認可どおり 

照明設備 非常用照明 １式 

原子炉建物，廃

棄物処理建物及

びタービン建物

内設置 

バッテリー内蔵

型非常用照明，

誘導灯 

照明機能 
非常用照明が点灯で

きる状態であること 

各建物の各エリア

に設置されている

設備の供用が終了

するまで 

 



 

 

－20－ 

七 性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維

持すべき期間 

  性能維持施設の位置，構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維

持すべき期間の記述を以下のとおり追加する。 

 

1. 性能維持施設の位置，構造及び設備並びにその性能並びにその性能

をすべき期間 

性能維持施設の位置，構造及び設備並びにその性能並びにその性能

を維持すべき期間は，第 6－1表に示すとおりである。 

廃止措置の進捗に応じて，第 6－1 表に示す性能維持施設の位置，構

造及び設備並びにその性能並びにその性能を維持すべき期間を変更す

る場合は，廃止措置計画に反映し変更の認可を受ける。 

  



 

 

－21－ 

八 核燃料物質の管理及び譲渡し 

核燃料物質の管理及び譲渡しの記述のうち，「第 6－1 表」を「第 8－1

表」に読み替える。 

  



 

 

－22－ 

九 核燃料物質による汚染の除去 

核燃料物質による汚染の除去の記述のうち，「八 核燃料物質又は核燃

料物質によって汚染された物の廃棄」を「十 核燃料物質又は核燃料物

質によって汚染された物の廃棄」に，「第 7－1 表」を「第 9－1 表」に読

み替える。 

 

  



 

 

－23－ 

十 核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄 

核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄の記述のうち，

「施設定期検査時」を「定期事業者検査時」に，「第 8－1 表～第 8－5 表」

を「第 10－1 表～第 10－5 表」に，「第 8－1 図～第 8－3 図」を「第 10－

1 図～第 10－3 図」に読み替えるとともに，記述の一部を，島根原子力発

電所１号炉廃止措置計画変更認可申請書変更前後比較表の変更後欄のと

おり変更する。 



島根原子力発電所１号炉廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

  
注）下線は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

－
2
4
－
 

変更前 変更後 備考 
3.3 放射性固体廃棄物の廃棄 

１号炉の放射性固体廃棄物は，Ｌ１，Ｌ２及びＬ３に区分し，廃止措

置が終了するまで（平成 57年度まで）に，原子炉等規制法に基づき廃棄

の事業の許可を受けた者の廃棄施設に廃棄する。また，放射性物質とし

て扱う必要のないものは，原子炉等規制法に定める所定の手続き及び確

認を経て施設から搬出し，可能な限り再生利用に供するように努める。 

廃棄先は，解体撤去に伴い放射性固体廃棄物が発生し，廃棄施設への

搬出が必要となる時期までに確定する。 

なお，２号炉建物内にある１号及び２号炉共用の施設並びに１号，２

号及び３号炉共用の施設から発生した放射性固体廃棄物については，２

号又は３号炉にて管理する。 

放射性固体廃棄物の運搬及び廃棄は，関係法令及び関係告示に基づき

適切に実施するとともに，保安のために必要な措置を保安規定に定めて

実施する。 

 

3.3 放射性固体廃棄物の廃棄 

１号炉の放射性固体廃棄物は，Ｌ１，Ｌ２及びＬ３に区分し，廃止措

置が終了するまで（2045年度まで）に，原子炉等規制法に基づき廃棄の

事業の許可を受けた者の廃棄施設に廃棄する。また，放射性物質として

扱う必要のないものは，原子炉等規制法に定める所定の手続き及び確認

を経て施設から搬出し，可能な限り再生利用に供するように努める。 

廃棄先は，解体撤去に伴い放射性固体廃棄物が発生し，廃棄施設への

搬出が必要となる時期までに確定する。 

なお，２号炉建物内にある１号及び２号炉共用の施設並びに１号，２

号及び３号炉共用の施設から発生した放射性固体廃棄物については，２

号又は３号炉にて管理する。 

放射性固体廃棄物の運搬及び廃棄は，関係法令及び関係告示に基づき

適切に実施するとともに，保安のために必要な措置を保安規定に定めて

実施する。 

 

 

 

・記載の適正化（和暦を西暦へ変更）         



 

 

－25－ 

十一 廃止措置の工程 

廃止措置の工程の一部を，島根原子力発電所１号炉廃止措置計画変更認

可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。 



島根原子力発電所１号炉廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

  
注）下線は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

－
2
6
－
 

変更前 変更後 備考 
九 廃止措置の工程 

１号炉の廃止措置は，原子炉等規制法に基づく廃止措置計画の認可以降，

この計画に基づき実施し，平成 57 年度までに終了する予定である。廃止措

置工程を第 9－1表に示す。 

十一 廃止措置の工程 

１号炉の廃止措置は，原子炉等規制法に基づく廃止措置計画の認可以降，

この計画に基づき実施し，2045 年度までに終了する予定である。廃止措置

工程を第 11－1表に示す。 

・実用炉規則改正に伴う変更  
・記載の適正化（和暦を西暦へ変更）   



島根原子力発電所１号炉廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

  
注）下線は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

－
2
7
－
 

変更前 変更後 備考 

 

 

 
・記載の適正化（和暦を西暦へ変更）         



 

 

－28－ 

十二 廃止措置に係る品質マネジメントシステム 

廃止措置に係る品質マネジメントシステムの記述を以下のとおり追加す

る。 

 

廃止措置期間中における島根原子力発電所の安全を達成・維持・向上

させるため，原子炉設置許可申請書本文第十一号の「発電用原子炉の保

安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項」に基

づき，廃止措置に係る品質マネジメントシステムを確立し，保安規定に

品質マネジメントシステム計画を定める。 

この品質マネジメントシステム計画に基づき，廃止措置に関する保安

活動の計画，実施，評価及び改善の一連のプロセスを保安規定及び原子

力品質保証規程並びにそれらに基づく下部規定類により明確にし，これ

らを効果的に運用することにより，廃止措置期間中における発電所の安

全の達成，維持及び向上を図る。 

 



 

 

 

 

 

 

 

添 付 書 類 



 

 

 

今回の変更申請に係る島根原子力発電所１号炉廃止措置計画変更認可申

請書の添付書類は以下のとおりである。 

 

添付書類三 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書 

添付書類四 廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等があっ

た場合に発生すると想定される事故の種類、程度、影響等に関

する説明書 

添付書類五 核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書 

添付書類六 性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に

関する説明書 

添付書類八 廃止措置の実施体制に関する説明書 

添付書類九 廃止措置に係る品質マネジメントシステムに関する説明書 

  



 

 

 

添付書類三 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書 

廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書の記述のうち，「施

設定期検査時」を「定期事業者検査時」に，「添付書類六 廃止措置期間

中に機能を維持すべき発電用原子炉施設及びその性能並びにその性能を

維持すべき期間に関する説明書」を「六 性能維持施設」に，「第 8－4

表」を「第 10－4 表」に読み替える。 

 

  

  



 

 

 

添付書類四 廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等があっ

た場合に発生すると想定される事故の種類、程度、影響等に

関する説明書 

廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等があった場合

に発生すると想定される事故の種類、程度、影響等に関する説明書の記

述の一部を，島根原子力発電所１号炉廃止措置計画変更認可申請書変更

前後比較表の変更後欄のとおり変更する。 

  



島根原子力発電所１号炉廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

  
注）下線は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

4
－
1
 

変更前 変更後 備考 
添付書類四 廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等があっ

た場合に発生すると想定される事故の種類、程度、影響等に関

する説明書 

 

1. 解体工事準備期間中の事故時における周辺公衆の受ける線量評価 

1.1 事故の想定 

１号炉における炉心からの燃料の取出しは既に完了しており，炉心への

燃料の再装荷を不可とする措置を講じること，解体工事準備期間中は，「六 

核燃料物質の管理及び譲渡し」に記載のとおり，使用済燃料を貯蔵してい

ること，原子炉の運転を停止してから長期間が経過していること，１号炉

内において放射性物質によって汚染された区域の解体撤去工事を行わな

いこと，「添付書類六 廃止措置期間中に機能を維持すべき発電用原子炉

施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書」に示

すとおり，安全確保上必要な機能を有する設備を維持管理することから，

原子炉運転中の施設定期検査時と同等の状態が継続する。 

したがって，解体工事準備期間中における過失，機械又は装置の故障，

地震，火災等の起因事象により想定される事故としては，「原子炉設置許

可申請書 添付書類十」において評価している事故事象から，「燃料集合

体の落下」を選定する。 

また，想定を超える自然災害等については，「添付書類六 廃止措置期

間中に機能を維持すべき発電用原子炉施設及びその性能並びにその性能

を維持すべき期間に関する説明書」に示すとおり，使用済燃料貯蔵設備（燃

料プール）から冷却水が大量に漏えいし，使用済燃料貯蔵設備（燃料プー

ル）の冷却機能が喪失する事象における影響を確認している。 

添付書類四 廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等があっ

た場合に発生すると想定される事故の種類、程度、影響等に関

する説明書 

 

1. 解体工事準備期間中の事故時における周辺公衆の受ける線量評価 

1.1 事故の想定 

１号炉における炉心からの燃料の取出しは既に完了しており，炉心への

燃料の再装荷を不可とする措置を講じること，解体工事準備期間中は，「八 

核燃料物質の管理及び譲渡し」に記載のとおり，使用済燃料を貯蔵してい

ること，原子炉の運転を停止してから長期間が経過していること，１号炉

内において放射性物質によって汚染された区域の解体撤去工事を行わな

いこと，「六 性能維持施設」に示すとおり，安全確保上必要な機能を有

する設備を維持管理することから，原子炉運転中の定期事業者検査時と同

等の状態が継続する。 

 

したがって，解体工事準備期間中における過失，機械又は装置の故障，

地震，火災等の起因事象により想定される事故としては，「原子炉設置許

可申請書 添付書類十」において評価している事故事象から，「燃料集合

体の落下」を選定する。 

また，想定を超える自然災害等については，「添付書類六 性能維持施

設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書」に示す

とおり，使用済燃料貯蔵設備（燃料プール）から冷却水が大量に漏えいし，

使用済燃料貯蔵設備（燃料プール）の冷却機能が喪失する事象における影

響を確認している。 

       
・実用炉規則改正に伴う変更 
（以下同様） 



 

 

 

添付書類五 核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書 

核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書の記述の

うち，「第 8－3 表～第 8－5 表」を「第 10－3 表～第 10－5 表」に読み替

える。 

  



 

 

 

添付書類六 性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に

関する説明書 

性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する

説明書の記述のうち，「重大事故対策設備」を「重大事故等対処設備」に

読み替えるとともに，記述の一部を，島根原子力発電所１号炉廃止措置

計画変更認可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。 

  



島根原子力発電所１号炉廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

  
注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

6
－

1
 

変更前 変更後 備考 
添付書類六 廃止措置期間中に機能を維持すべき発電用原子炉施設及びそ

の性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書 

 

１号炉の廃止措置期間中に機能を維持すべき設備（以下「維持管理対象設

備」という。）は，「五 2. 廃止措置の基本方針」に基づき，周辺公衆及び

放射線業務従事者の被ばくの低減を図るとともに，使用済燃料の貯蔵のため

の管理，汚染の除去工事，解体撤去工事，核燃料物質によって汚染された物

の廃棄作業等の各種作業の実施に対する安全の確保のために，必要な期間，

必要な機能を維持管理する。 

 

1. 維持管理に関する内容 

1.1 解体工事準備期間中 

１号炉の解体工事準備期間中の維持管理対象設備及び維持機能並びに

維持期間を第 6－1－1表に示す。 

 

放射性物質を内包する系統及び機器を収納する建物及び構築物につい

ては，これらの系統及び機器が撤去されるまでの間，放射性物質の外部へ

の漏えいを防止するための障壁及び放射線遮蔽体としての機能を維持管

理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類六 性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間

に関する説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 維持管理に関する内容 

 廃止措置の段階に応じて性能維持施設に要求される機能を考慮した，性

能維持施設が維持すべき性能及びその性能を維持すべき期間について以

下に示す。 

 

(1) 建物及び構築物 

廃止措置では，放射性物質が管理されない状態で外部へ漏えいするこ

とを防ぐ必要があるため，外部への「放射性物質漏えい防止機能」を有

する設備を維持する。また，周辺公衆及び放射線業務従事者の受ける被

ばくを低くするため，「放射線遮蔽機能」を有する設備を維持する。具

体的な性能維持施設は以下のとおり。 

機能 性能維持施設 

放射性物質漏えい防止機能 

原子炉建物 

廃棄物処理建物 

タービン建物 

放射線遮蔽機能 

原子炉容器の外側の遮蔽壁 

ドライウェル外周の壁 

原子炉建物外壁 

廃棄物処理建物 

タービン建物 

なお，廃止措置段階では原子炉の運転を行わないこと及び燃料落下事

故時において非常用ガス処理系を用いなくても環境に与える影響は小

・実用炉規則改正に伴う変更 
 （以下同様）                                



島根原子力発電所１号炉廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

  
注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

6
－

2
 

変更前 変更後 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設については，使用済燃料が１号炉か

ら搬出されるまでの期間は，燃料取扱，臨界防止，冷却浄化等の機能を維

持管理する。また，新燃料が１号炉から搬出されるまでの期間は，燃料取

扱，臨界防止等の機能を維持管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さいと評価しているため，原子炉建物の機能のうち，事故時における非

常用ガス処理系を用いた原子炉建物の気密性に係る機能の維持は不要

である。 

「放射性物質漏えい防止機能」を有する性能維持施設の性能は以下の

とおり。 

・外部へ放射性物質が漏えいするような有意な損傷がない状態である

こと。 

「放射線遮蔽機能」を有する性能維持施設の性能は以下のとおり。 

・放射線障害の防止に影響するような有意な損傷がない状態であるこ

と。 

原子炉建物，廃棄物処理建物及びタービン建物の「放射性漏えい防止

機能」及びその性能は，それぞれの管理区域を解除するまで維持する。 

原子炉容器の外側の遮蔽壁及びドライウェル外周の壁の「放射線遮蔽

機能」及びその性能は，放射能レベルが比較的高い炉心支持構造物等の

解体が完了するまで維持する。また，原子炉建物外壁，廃棄物処理建物

及びタービン建物の「放射線遮蔽機能」及びその性能は，線源となる設

備の解体が完了するまで維持する。 

 

(2) 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

  ａ．核燃料物質取扱設備 

廃止措置では，新燃料及び使用済燃料を１号炉から搬出する際に取

り扱う必要があることから，「燃料取扱機能」，「臨界防止機能」及び

「燃料落下防止機能」を有する設備を維持する。具体的な性能維持施

設は以下のとおり。 

機能 性能維持施設 

燃料取扱機能 

臨界防止機能 

燃料落下防止機能 

燃料取替機（１号炉原子炉建物内） 

原子炉建物天井クレーン（１号炉原

子炉建物内） 

燃料取扱機能 輸送容器除染設備（除染区域） 

なお，炉心から全燃料が取り出され，再装荷しないことから，燃料

取替機（１号炉原子炉建物内）の機能のうち，炉心内及び炉心と燃料

・実用炉規則改正に伴う変更 
 （以下同様）                                
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変更前 変更後 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プールとの間での燃料取扱機能の維持は不要である。 

燃料取替機（１号炉原子炉建物内）の性能は以下のとおり。 

・新燃料及び使用済燃料を取り扱うことができ，取扱中に新燃料及

び使用済燃料が破損しないよう正常に動作する状態であること。 

・新燃料又は使用済燃料を取扱中，動力源が喪失した場合において

も，新燃料又は使用済燃料が保持される状態であること。 

原子炉建物天井クレーン（１号炉原子炉建物内）の性能は以下のと

おり。 

・新燃料を取り扱うことができ，取扱中に新燃料及び使用済燃料が

破損しないよう正常に動作する状態であること。 

・新燃料を取扱中，動力源が喪失した場合においても，新燃料が保

持される状態であること。 

輸送容器除染設備（除染区域）の性能は以下のとおり。 

・輸送容器の除染に影響するような有意な損傷がない状態であるこ

と。 

核燃料物質取扱設備の「燃料取扱機能」，「臨界防止機能」，「燃料落

下防止機能」及びその性能は，新燃料及び使用済燃料の１号炉からの

搬出が完了するまで維持する。 

 

ｂ．核燃料物質貯蔵設備 

廃止措置では，新燃料及び使用済燃料を１号炉から搬出するまで貯

蔵する必要があることから，「臨界防止機能」，「放射線遮蔽機能」，「水

位監視機能」，「漏えい監視機能」，「冷却浄化機能」及び「燃料プール

水補給機能」を有する設備を維持する。具体的な性能維持施設は以下

のとおり。 

機能 性能維持施設 

臨界防止機能 新燃料貯蔵庫（新燃料貯蔵ラックを含む） 

臨界防止機能 

放射線遮蔽機能 

水位監視機能 

漏えい監視機能 

燃料プール（貯蔵ラック並びに燃料プー

ル水位及び燃料プール水の漏えいを監視

する設備を含む） 

・実用炉規則改正に伴う変更 
 （以下同様）                                
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変更前 変更後 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

冷却浄化機能 

燃料プール水補給機能 
燃料プール冷却系 

燃料プール水補給機能 復水貯蔵タンク（補給水ラインを含む） 

なお，廃止措置段階では燃料取替による新たな使用済燃料は発生し

ないこと及び貯蔵されている使用済燃料は十分冷却されており，設備

故障時に復旧するまでの時間的余裕が十分あることから，冷却浄化機

能の維持に必要な燃料プール冷却系の系統数は１系統（ろ過脱塩装置

１台，ポンプ１台，熱交換器１基）である。 

新燃料貯蔵庫（新燃料貯蔵ラックを含む）の性能は以下のとおり。 

・新燃料が臨界に達するような変形等の有意な損傷がない状態であ

ること。 

燃料プール（貯蔵ラック並びに燃料プール水位及び燃料プール水の

漏えいを監視する設備を含む）の性能は以下のとおり。 

・新燃料及び使用済燃料が臨界に達するような変形等の有意な損傷

がない状態であること。 

・燃料プールの水位が計測でき，警報設定値において警報が発信で

きる状態であること。 

・燃料プール水の漏えいを監視する設備が使用できる状態であるこ

と。 

燃料プール冷却系の性能は以下のとおり。 

・燃料プール水の冷却が可能な状態であること。 

・使用済燃料の被覆が著しく腐食するおそれがある場合に燃料プー

ル水をろ過脱塩装置に通水できる状態であること。 

復水貯蔵タンク（補給水ラインを含む）の性能は以下のとおり。 

・内包する放射性物質が漏えいするようなき裂，変形等の有意な欠

陥がない状態であること。 

新燃料の貯蔵に必要な新燃料貯蔵庫の「臨界防止機能」及びその性

能は，新燃料の１号炉からの搬出が完了するまで維持する。 

また，使用済燃料の貯蔵に必要な使用済燃料貯蔵設備の「臨界防止

機能」，「放射線遮蔽機能」，「水位監視機能」，「漏えい監視機能」，「冷

却浄化機能」，「燃料プール水補給機能」及びその性能，復水貯蔵タン

クの「燃料プール水補給機能」及びその性能は，使用済燃料の１号炉

・実用炉規則改正に伴う変更 
 （以下同様）                                
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変更前 変更後 備考 
 

なお，使用済燃料を使用済燃料貯蔵設備（燃料プール）に貯蔵している

間において，使用済燃料貯蔵設備（燃料プール）から冷却水が大量に漏え

いする事象を考慮しても，燃料被覆管温度の上昇による燃料の健全性に影

響はなく，また，臨界にならないと評価できることから，周辺公衆への影

響は小さい。したがって，使用済燃料の著しい損傷の進行を緩和し及び臨

界を防止するための重大事故対策設備は不要である。使用済燃料貯蔵設備

（燃料プール）から冷却水が大量に漏えいする事象における燃料の評価に

ついては，追補 1 「添付書類六の 1.（維持管理に関する内容）」にて補足

する。 

 

放射性廃棄物の廃棄施設については，放射性気体廃棄物及び放射性液体

廃棄物を適切に処理・放出するため，処理等の機能を維持管理する。また，

放射性固体廃棄物を適切に処理及び貯蔵保管するため，処理，貯蔵等の機

能を維持管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

からの搬出が完了するまで維持する。 

なお，使用済燃料を使用済燃料貯蔵設備（燃料プール）に貯蔵して

いる間において，使用済燃料貯蔵設備（燃料プール）から冷却水が大

量に漏えいする事象を考慮しても，燃料被覆管温度の上昇による燃料

の健全性に影響はなく，また，臨界にならないと評価できることから，

周辺公衆への影響は小さい。したがって，使用済燃料の著しい損傷の

進行を緩和し及び臨界を防止するための重大事故等対処設備は不要

である。使用済燃料貯蔵設備（燃料プール）から冷却水が大量に漏え

いする事象における燃料の評価については，追補 1 「添付書類六の

1.（維持管理に関する内容）」にて補足する。 

 

(3) 放射性廃棄物の廃棄施設 

ａ．気体廃棄物の廃棄設備 

廃止措置では，放射性気体廃棄物を処理することから，「放射性廃

棄物処理機能」を有する設備を維持する。具体的な性能維持施設は以

下のとおり。 

機能 性能維持施設 

放射性廃棄物処理機能 
排気筒 

タービン建物排気筒 

排気筒及びタービン建物排気筒の性能は以下のとおり。 

・放射性気体廃棄物の放出に影響するような有意な損傷がない状態

であること。 

放射性気体廃棄物の廃棄のために必要な気体廃棄物の廃棄設備の

「放射性廃棄物処理機能」及びその性能は，放射性気体廃棄物の処理

が完了するまで維持する。 

 

ｂ．液体廃棄物の廃棄設備 

廃止措置期間中に発生する放射性液体廃棄物は，廃液の性状に応じ

た設備で処理し，放射性物質の濃度を低減して環境へ放出する。この

ため，「放射性廃棄物処理機能」を有する設備を維持する。具体的な

性能維持施設は以下のとおり。 

 

・実用炉規則改正に伴う変更 
 （以下同様）                                
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機能 性能維持施設 

放射性廃棄物

処理機能 

機器ドレン系（１号

炉建物内（１号及び

２号炉共用）） 

廃液コレクタ・タンク 

廃液サンプル・タンク 

廃液サージ・タンク 

フィルタ 

脱塩器 

床ドレン・再生廃液

系（１号及び２号炉

共用） 

床ドレン・コレクタ・タンク 

廃液中和タンク 

床ドレン・サンプル・タンク 

濃縮器 

フィルタ 

脱塩器 

シャワ・ドレン系

（１号及び２号炉

共用） 

シャワ・ドレン・タンク 

ろ過器 

復水器冷却水放水口（１号及び２号炉共用） 

サージタンク（補助サージ・タンク） 

「放射性廃棄物処理機能」を有する性能維持施設（濃縮器及び復水

器冷却水放水口を除く）の性能は以下のとおり。 

・内包する放射性物質が漏えいするようなき裂，変形等の有意な欠

陥がない状態であること。 

濃縮器の性能は以下のとおり。 

・放射性液体廃棄物を処理できる状態であること。 

復水器冷却水放水口（１号及び２号炉共用）の性能は以下のとおり。 

・放射性液体廃棄物の放出に影響するような有意な損傷がない状態

であること 

放射性液体廃棄物の廃棄のために必要な液体廃棄物の廃棄設備の

「放射性廃棄物処理機能」及びその性能は，それぞれの放射性液体廃

棄物の処理が完了するまで維持する。 

・実用炉規則改正に伴う変更 
 （以下同様）                                
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変更前 変更後 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射線管理施設については，原子炉施設内外の放射線監視，環境への放

射性物質の放出管理及び管理区域内作業に係る放射線業務従事者の被ば

く管理のために，放射線監視及び放出管理の機能を維持管理する。 

 

 

 

 

 

ｃ．固体廃棄物の廃棄設備 

廃止措置では，放射性固体廃棄物を処理・貯蔵することから，放射

性廃棄物処理・貯蔵機能を有する設備を維持する。具体的な性能維持

施設は以下のとおり。 

機能 性能維持施設 

放射性廃棄物貯蔵機能 

濃縮廃液貯蔵タンク 

廃樹脂タンク 

フィルタ・スラッジ貯蔵タンク 

フィルタ・スラッジ・サージ・タンク 

復水スラッジ分離タンク 

放射性廃棄物処理機能 
減容機（１号炉建物内（１号及び２号炉

共用）） 

「放射性廃棄物貯蔵機能」を有する性能維持施設の性能は以下のと

おり。 

・内包する放射性物質が漏えいするようなき裂，変形等の有意な欠

陥がない状態であること。 

減容機（１号炉建物内（１号及び２号炉共用））の性能は以下のと

おり。 

・放射性固体廃棄物を処理できる状態であること。 

放射性固体廃棄物の廃棄のために必要な固体廃棄物の廃棄設備の

「放射性廃棄物処理機能」，「放射性廃棄物貯蔵機能」及びその性能は，

それぞれの放射性固体廃棄物の処理が完了するまで維持する。 

 

(4) 放射線管理施設 

ａ．原子炉施設内外の放射線監視 

廃止措置では，原子炉施設内の放射線を管理するため，原子炉施

設内の放射線を監視する機能を有する設備を維持する。エリア・モ

ニタについては，作業等で人が立ち入る代表的なエリア及び作業に

より放射線レベルが変動する可能性のあるエリアにあるものを維持

する。具体的な性能維持施設は以下のとおり。 

なお，原子炉施設外の放射線監視の機能は，「b. 環境への放射性

・実用炉規則改正に伴う変更 
 （以下同様）                                
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物質の放出管理」に含まれる。 

機能 性能維持施設 

放射線監視機能 

エリア・モニタ（核燃料物質貯蔵設備

エリア，原子炉補機冷却系エリア，放

射性廃棄物の廃棄設備エリア） 

エリア・モニタの性能は以下のとおり。 

・線量当量率を測定できる状態であること。 

・警報設定値において警報が発信する状態であること。 

エリア・モニタの「放射線監視機能」及びその性能は，関連する設

備の供用が終了するまで維持する。 

 

ｂ．環境への放射性物質の放出管理 

廃止措置では，放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物を環境へ放

出する。このため，「放射線監視機能」，「放出管理機能」を有する設

備を維持する。具体的な性能維持施設は以下のとおり。 

機能 性能維持施設 

放射線監視機能 

放出管理機能 

排気筒モニタ（排気筒モニタ，タービン建物排

気筒モニタ） 

排水モニタ（廃棄物処理排水モニタ） 

排水のサンプリング・モニタ（放水路水モニタ） 

放射線監視機能 
プロセス水モニタ（原子炉補機冷却系の熱交換

器出口（海水側）） 

なお，放射線監視機能の維持に必要なプロセス水モニタ（原子炉補

機冷却系の熱交換器出口（海水側））の台数は，廃止措置段階では原

子炉補機冷却系の台数と同じく１個である。 

「放射性監視機能」及び「放射線監視機能」を有する性能維持施設

の性能は以下のとおり。 

・放射性物質の濃度を測定できる状態であること。 

・警報設定値において警報が発信する状態であること。 

排気筒モニタ，排水モニタ及び排水のサンプリング・モニタの「放

・実用炉規則改正に伴う変更 
 （以下同様）                                
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換気設備については，使用済燃料の貯蔵管理，放射性廃棄物の処理，放

射線業務従事者の被ばく低減等を考慮して，建物内の換気機能を維持管理

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電源設備については，原子炉施設の安全確保に必要な，適切な容量を確

保し，それぞれの設備に要求される電源供給機能を維持管理する。 

 

 

 

射線監視機能」，「放出管理機能」及びその性能は，放射性気体廃棄物

及び放射性液体廃棄物の処理が完了するまで維持する。 

また，プロセス水モニタ（原子炉補機冷却系の熱交換器出口（海水

側））の「放射線監視機能」及びその性能は，関連する設備の供用が

終了するまで維持する。 

 

(5) 解体中に必要なその他の施設 

ａ．換気設備 

廃止措置では，核燃料物質の貯蔵管理及び搬出作業，施設内で発生

する放射性廃棄物の処理，放射性粉じんの発生の可能性がある解体作

業等において，空気浄化が必要となる可能性がある。このため「換気

機能」を有する換気設備を維持する。具体的な性能維持施設は以下の

とおり。 

機能 性能維持施設 

換気機能 

原子炉建物常用換気系 

タービン建物換気系 

廃棄物処理建物換気系 

なお，廃止措置段階では設備故障時に立ち入りを制限する等の措置

を講じることにより，復旧するまでの時間的余裕を十分確保すること

ができることから，換気機能の維持に必要な原子炉建物常用換気系，

タービン建物換気系及び廃棄物処理建物換気系の台数はそれぞれ給

気ファン１台， 排気ファン１台，フィルタ２個である。 

「換気機能」を有する性能維持施設の性能は以下のとおり。 

・給気ファン及び排気ファンの運転に異常がない状態であること。 

換気設備の「換気機能」及びその性能は，各建物の管理区域を解除

するまで維持する。 

 

ｂ．非常用電源設備 

使用済燃料を使用済燃料貯蔵設備に貯蔵している間は，使用済燃料

の冷却が必要であり，安全確保上，商用電源を喪失した際においても

冷却を行う必要がある。このため，商用電源を喪失した際に使用済燃

料貯蔵設備の冷却のために必要な「電源供給機能」を有する設備を維

・実用炉規則改正に伴う変更 
 （以下同様）                                
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その他の安全確保上必要な設備については，それぞれの設備に要求され

る機能を維持管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

持する。具体的な性能維持施設は以下のとおり。 

機能 性能維持施設 

電源供給機能 
ディーゼル発電機 

蓄電池（所内用） 

なお，廃止措置段階では原子炉の運転を行わないこと及び貯蔵され

ている使用済燃料は十分冷えていることから，ディーゼル発電機の機

能のうち，即時電源供給機能としての自動起動及び自動給電機能の維

持は不要であり，また，廃止措置段階で機能を維持するために必要な

ディーゼル発電機の台数は１組である。 

ディーゼル発電機の性能は以下のとおり。 

・性能維持施設（燃料プール冷却系ポンプ，原子炉補機冷却系ポン

プ及び海水ポンプ）へ電源を供給できる状態であること。 

蓄電池（所内用）の性能は以下のとおり。 

・性能維持施設（ディーゼル発電機）へ電源を供給できる状態であ

ること。 

商用電源喪失時に安全確保上必要な非常用電源設備の「電源供給機

能」及びその性能は，使用済燃料の１号炉からの搬出が完了するまで

維持する。 

 

ｃ．その他の安全確保上必要な設備 

 (a) 原子炉補機冷却系 

廃止措置の安全確保上，使用済燃料を冷却することが必要である

ため，使用済燃料貯蔵設備の冷却に必要な「補機冷却機能」を有す

る設備を維持する。具体的な性能維持施設は以下のとおり。 

機能 性能維持施設 

補機冷却機能 原子炉補機冷却系 

熱交換器 

ポンプ 

海水ポンプ 

なお，廃止措置段階では原子炉の運転を行わないことから，補機

冷却機能の維持に必要な原子炉補機冷却系の系統数は１系統（熱交

・実用炉規則改正に伴う変更 
 （以下同様）                                



島根原子力発電所１号炉廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

  
注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

6
－

1
1
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維持管理対象設備については，必要な期間中，必要な機能及び性能が維

持できるよう，保安規定に保守管理計画を定め，適切な頻度で点検，検査

及び校正を実施する。 

 

 

また，その他の安全対策として以下の措置を講じる。 

・管理区域は，放射線被ばく等の可能性の程度に応じてこれを適切に区

分し，保安のための措置を講じるとともに，放射線業務従事者の不必

要な被ばくを防止するため，これらの区域に対する立入りを制限する

措置を講じる。 

・周辺環境へ放出される放射性物質の管理が適切に行われていることを

確認するため，廃止措置対象施設からの放出の管理に係る放射線モニ

タリング及び周辺環境に対する放射線モニタリングを適確に行う。 

・核燃料物質が廃止措置対象施設に存在する期間中，当該施設への第三

換器２胴，ポンプ２台，海水ポンプ２台）である。 

原子炉補機冷却系の性能は以下のとおり。 

・性能維持施設（燃料プール冷却系）へ冷却水を供給できる運転

状態であること。 

使用済燃料貯蔵設備の冷却に必要な「補機冷却機能」及びその性

能は，使用済燃料の１号炉からの搬出が完了するまで維持する。 

 

(b) 非常用照明 

商用電源の電源喪失時においても作業者が１号炉内から安全に避

難できるよう「照明機能」を有する設備を維持する。具体的な性能

維持施設は以下のとおり。 

機能 性能維持施設 

照明機能 非常用照明 

非常用照明の性能は以下のとおり。 

・非常用照明が点灯できる状態であること。 

非常用照明の「照明機能」及びその性能は，各建物の各エリアに

設置されている設備の供用が終了するまで維持する。 

 

 

 

 

 

(6) その他の安全対策 

その他の安全対策として以下の措置を講じる 

ａ．管理区域は，放射線被ばく等の可能性の程度に応じてこれを適切に

区分し，保安のための措置を講じるとともに，放射線業務従事者の不

必要な被ばくを防止するため，これらの区域に対する立入りを制限す

る措置を講じる。 

ｂ．周辺環境へ放出される放射性物質の管理が適切に行われていること

を確認するため，廃止措置対象施設からの放出の管理に係る放射線モ

ニタリング及び周辺環境に対する放射線モニタリングを適確に行う。 

ｃ．核燃料物質が廃止措置対象施設に存在する期間中，当該施設への第

・実用炉規則改正に伴う変更 
 （以下同様）                                
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変更前 変更後 備考 
者の不法な接近等を防止する措置を講じる。 

・放射線障害防止の観点から，消火装置について，必要な機能を維持管

理する。また，可燃性物質が保管される場所にあっては，火災が生じ

ることのないよう適切な防護措置を講じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2 原子炉本体周辺設備等解体撤去期間以降 

原子炉本体周辺設備等解体撤去期間以降の維持管理対象設備に対し要

求される機能及び維持すべき期間については，当該期間に入るまでに検討

を実施し，廃止措置計画に反映し変更の認可を受ける。 

 

 

 

三者の不法な接近等を防止する措置を講じる。 

ｄ．廃止措置では，火気作業や可燃物を取り扱うことから「消火機能」

を有する設備を維持する。具体的な性能維持施設は以下のとおり。 

機能 性能維持施設 

消火機能 消火装置 
消火栓 

移動型消火器 

消火装置の性能は以下のとおり。 

・消火装置が使用できる状態であること。 

消火装置の「消火機能」及びその性能は，各建物の各エリアに設置

されている設備の供用が終了するまで維持する。 

また，可燃性物質が保管される場所にあっては，火災が生じること

のないよう適切な防護措置を講じる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

・実用炉規則改正に伴う変更 
 （以下同様）                                
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・実用炉規則改正に伴う変更 
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・実用炉規則改正に伴う変更 



島根原子力発電所１号炉廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

  
注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

6
－

1
5
 

変更前 変更後 備考 

 

  
・実用炉規則改正に伴う変更 
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・実用炉規則改正に伴う変更 



島根原子力発電所１号炉廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

  
注）下線及び点線枠は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

6
－

1
7
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・実用炉規則改正に伴う変更 
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変更前 変更後 備考 

 

  
・実用炉規則改正に伴う変更 



 

 

 

添付書類八 廃止措置の実施体制に関する説明書 

廃止措置の実施体制に関する説明書の記述の一部を，島根原子力発電

所１号炉廃止措置計画変更認可申請書変更前後比較表の変更後欄のとお

り変更する。 

  



島根原子力発電所１号炉廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

  
注）下線は，変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 
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変更前 変更後  
添付書類八 廃止措置の実施体制に関する説明書 

 

4. 技術者に対する教育・訓練 

原子力部門に配属された技術系社員は，原則として入社後一定期間，島

根原子力発電所において原子力発電所の仕組み，放射線管理等の基礎教

育・訓練及び機器配置，プラントシステム等の現場教育・訓練を受け，原

子力発電に関する基礎知識を習得している。 

原子力部門の技術系社員の教育・訓練は，島根原子力発電所品質保証部

（原子力研修）のほか，国内の原子力関係機関（株式会社ＢＷＲ運転訓練

センター等）において，各職能，目的に応じた実技訓練や机上教育を計画

的に実施し，一般及び専門知識，技能の習得及び習熟に努めている。 

 廃止措置に係る業務に従事する技術系社員に対しては，廃止措置を行う

ために必要な技術的能力を維持・向上させるため，保安規定に基づき，対

象者，教育内容，教育時間等について保安教育実施計画を立て，それに従

って教育を実施する。 

 

 

添付書類八 廃止措置の実施体制に関する説明書 

 

4. 技術者に対する教育・訓練 

原子力部門に配属された技術系社員は，原則として入社後一定期間，島

根原子力発電所において原子力発電所の仕組み，放射線管理等の基礎教

育・訓練及び機器配置，プラントシステム等の現場教育・訓練を受け，原

子力発電に関する基礎知識を習得している。 

原子力部門の技術系社員の教育・訓練は，電源事業本部 原子力人材育

成センターのほか，国内の原子力関係機関（株式会社ＢＷＲ運転訓練セン

ター等）において，各職能，目的に応じた実技訓練や机上教育を計画的に

実施し，一般及び専門知識，技能の習得及び習熟に努めている。 

 廃止措置に係る業務に従事する技術系社員に対しては，廃止措置を行う

ために必要な技術的能力を維持・向上させるため，保安規定に基づき，対

象者，教育内容，教育時間等について保安教育実施計画を立て，それに従

って教育を実施する。 

 

 

       
・記載の適正化（組織変更の反映） 



 

 

 

添付書類九 廃止措置に係る品質マネジメントシステムに関する説明書 

廃止措置に係る品質マネジメントシステムに関する説明書の記述の一

部を，島根原子力発電所１号炉廃止措置計画変更認可申請書変更前後比

較表の変更後欄のとおり変更する。 

 

 



島根原子力発電所１号炉廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 
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変更前 変更後  
添付書類九 品質保証計画に関する説明書 

 

 

廃止措置期間中における品質保証計画については，原子炉等規制法第 43

条の３の 22第１項，実用炉規則第 69条，第 70条，第 71条及び第 92条第

３項に基づき，保安規定において，社長をトップマネジメントとする品質保

証計画を定め，保安規定及び原子力品質保証規程並びにそれらに基づく下部

規定類により廃止措置に関する保安活動の計画，実施，評価及び改善の一連

のプロセスを明確にし，これらを効果的に運用することにより，原子力安全

の達成・維持・向上を図ることとする。 

また，廃止措置期間中における品質保証活動は，廃止措置の安全の重要性

に応じた管理を実施する。 

「添付書類六 廃止措置期間中に機能を維持すべき発電用原子炉施設及

びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書」の廃止措置期

間中に機能を維持すべき設備の保守管理等，１号炉の廃止措置に係る業務

は，この品質保証計画のもとで実施する。 

 

添付書類九 廃止措置に係る品質マネジメントシステムに関する説明書 

 

1. 概要 

廃止措置期間中における島根原子力発電所の安全を達成・維持・向上さ

せるため，原子炉設置許可申請書本文第十一号の「発電用原子炉の保安の

ための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項」に基づき，

廃止措置に係る保安活動を確実に実施するための品質マネジメントシス

テムを構築し，保安規定に品質マネジメントシステム計画を定める。 

品質マネジメントシステム計画では，社長をトップマネジメントとした

品質マネジメントシステムを定め，廃止措置に関する保安活動の計画，実

施，評価及び改善の一連のプロセスを明確にし，効果的に運用することに

より，原子力安全の達成・維持・向上を図る。 

廃止措置に係る工事，性能維持施設の施設管理等，１号炉の廃止措置に

係る業務は，品質マネジメントシステム計画のもとで実施する。 

 

 

 

2. 品質マネジメントシステム 

(1) 発電所の保安に関する組織（以下「組織」という。）は，品質マネジ

メントシステム計画に従って，品質マネジメントシステムを確立し，実

施するとともに，その実効性を維持するため，その改善を継続的に行う。 

(2) 組織は，品質マネジメントシステムに必要なプロセスを明確にすると

ともに，そのプロセスを組織に適用することを決定し，次に掲げる業務

を行う。 

ａ．プロセスの運用に必要な情報及び当該プロセスの運用により達成さ

れる結果を文書で明確にする。 

ｂ．プロセスの順序及び相互の関係を明確にする。 

ｃ．プロセスの運用及び管理の実効性の確保に必要な組織の保安活動の

状況を示す指標（以下「保安活動指標」という。）並びに当該指標に

係る判定基準を明確に定める。なお，保安活動指標には，安全実績指

標（特定核燃料物質の防護に関する領域に係るものを除く。）を含む。 

ｄ．プロセスの運用並びに監視及び測定（以下「監視測定」という。）

に必要な資源及び情報が利用できる体制を確保する（責任及び権限の

・実用炉規則改正に伴う変更 
（以下同様）                                
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変更前 変更後  
明確化を含む。）。 

ｅ．プロセスの運用状況を監視測定し分析する。ただし，監視測定する

ことが困難である場合は，この限りでない。 

ｆ．プロセスについて，意図した結果を得，及び実効性を維持するため

の措置（プロセスの変更を含む。）を講ずる。 

ｇ．プロセス及び組織の体制を品質マネジメントシステムと整合的なも

のとする。 

ｈ．原子力の安全とそれ以外の事項において意思決定の際に対立が生じ

た場合には，原子力の安全が確保されるようにする。これには，セキ

ュリティ対策が原子力の安全に与える潜在的な影響と原子力の安全

に係る対策がセキュリティ対策に与える潜在的な影響を特定し，解決

することを含む。 

(3) 組織は，健全な安全文化を育成及び維持する。これは，技術的，人的，

組織的な要因の相互作用を適切に考慮して，効果的な取組を通じて，次

の状態を目指していることをいう。 

ａ．原子力の安全及び安全文化の理解が組織全体で共通のものとなって

いる。 

ｂ．風通しの良い組織文化が形成されている。 

ｃ．要員が，自ら行う原子力の安全に係る業務について理解して遂行し，

その業務に責任を持っている。 

ｄ．すべての活動において，原子力の安全を考慮した意思決定が行われ

ている。 

ｅ．要員が，常に問いかける姿勢及び学習する姿勢を持ち，原子力の安

全に対する自己満足を戒めている。 

ｆ．原子力の安全に影響を及ぼすおそれのある問題が速やかに報告さ

れ，報告された問題が対処され，その結果が関係する要員に共有され

ている。 

ｇ．安全文化に関する内部監査及び自己評価の結果を組織全体で共有

し，安全文化を改善するための基礎としている。 

ｈ．原子力の安全にはセキュリティが関係する場合があることを認識し

て，要員が必要なコミュニケーションを取っている。 

(4) 組織は，機器等又は個別業務に係る要求事項（関係法令を含む。以下

「個別業務等要求事項」という。）への適合に影響を及ぼすプロセスを

・実用炉規則改正に伴う変更 
（以下同様）                                
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変更前 変更後  
外部委託することとしたときは，当該プロセスが管理されているように

する。 

(5) 組織は，保安活動の重要度に応じて，資源の適切な配分を行う。 

 

3. 経営責任者等の責任 

社長は，原子力の安全のためのリーダーシップを発揮し，責任を持って

品質マネジメントシステムを確立させ，実施させるとともに，その実効性

を維持していることを，次に掲げる業務を行うことによって実証する。 

(1) 品質方針を定めること。 

(2) 品質目標が定められているようにすること。 

(3) 要員が，健全な安全文化を育成し，及び維持することに貢献できるよ

うにすること（要員が健全な安全文化を育成し，維持する取組に参画で

きる環境を整えていることをいう。）。 

(4) マネジメントレビューを実施すること。 

(5) 資源が利用できる体制を確保すること。 

(6) 関係法令を遵守することその他原子力の安全を確保することの重要

性を要員に周知すること。 

(7) 保安活動に関する担当業務を理解し，遂行する責任を有することを，

要員に認識させること。 

(8) すべての階層で行われる決定が，原子力の安全の確保について，その

優先順位及び説明する責任を考慮して確実に行われるようにすること。 

 

4. 個別業務に関する計画，実施，評価及び改善 

4.1 個別業務に必要なプロセスの計画 

(1) 組織は，個別業務に必要なプロセスについて，計画を策定するととも

に，そのプロセスを確立する。 

(2) 組織は，(1)の計画と当該個別業務以外のプロセスに係る個別業務等

要求事項との整合性（業務計画を変更する場合の整合性を含む。）を確

保する。 

(3) 組織は，個別業務に関する計画（以下「個別業務計画」という。）の

策定又は変更（プロセス及び組織の変更（累積的な影響が生じ得るプロ

セス及び組織の軽微な変更を含む。）を含む。）を行うに当たり，次に掲

げる事項を明確にする。 

・実用炉規則改正に伴う変更 
（以下同様）                                
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変更前 変更後  
ａ．個別業務計画の策定又は変更の目的及び当該計画の策定又は変更に

より起こり得る結果（当該変更による原子力の安全への影響の程度の

分析及び評価並びに当該分析及び評価の結果に基づき講じた措置を

含む。） 

ｂ．機器等又は個別業務に係る品質目標及び個別業務等要求事項 

ｃ．機器等又は個別業務に固有のプロセス，品質マネジメント文書及び

資源 

ｄ．使用前事業者検査等，検証，妥当性確認及び監視測定並びにこれら

の個別業務等要求事項への適合性を判定するための基準 

ｅ．個別業務に必要なプロセス及び当該プロセスを実施した結果が個別

業務等要求事項に適合することを実証するために必要な記録 

(4) 組織は，策定した個別業務計画を，その個別業務の作業方法に適した

ものとする。 

 

4.2 個別業務の実施 

組織は，個別業務計画に基づき，個別業務を次に掲げる事項（当該個別

業務の内容等から該当しないと認められるものを除く。）に適合するよう

に実施する。 

(1) 原子炉施設の保安のために必要な情報（保安のために使用する機器等

又は実施する個別業務の特性及び当該機器等の使用又は個別業務の実

施により達成すべき結果を含む。）が利用できる体制にあること。 

(2) 手順書等が必要な時に利用できる体制にあること。 

(3) 当該個別業務に見合う設備を使用していること。 

(4) 監視測定のための設備が利用できる体制にあり，かつ，当該設備を使

用していること。 

(5) 監視測定を実施していること。 

(6) 本品質マネジメントシステム計画に基づき，プロセスの次の段階に進

むことの承認を行っていること。 

 

4.3 評価及び改善 

4.3.1 監視測定，分析，評価及び改善 

組織は，監視測定，分析，評価及び改善に係るプロセス（取り組むべき

改善に関係する部門の管理者等の要員を含め，組織が当該改善の必要性，

・実用炉規則改正に伴う変更 
（以下同様）                                
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変更前 変更後  
方針，方法等について検討するプロセスを含む。）を計画し，実施する。 

 

4.3.2 不適合の管理 

(1) 組織は，個別業務等要求事項に適合しない機器等が使用され，又は個

別業務が実施されることがないよう，当該機器等又は個別業務を特定

し，これを管理する（不適合が確認された機器等又は個別業務が識別さ

れ，不適合がすべて管理されていることをいう。）。 

(2) 組織は，次に掲げる方法のいずれかにより，不適合を処理する。 

ａ．発見された不適合を除去するための措置を講ずること。 

ｂ．不適合について，あらかじめ定められた手順により原子力の安全に

及ぼす影響について評価し，機器等の使用又は個別業務の実施につい

ての承認を行うこと。 

ｃ．機器等の使用又は個別業務の実施ができないようにするための措置

を講ずること。 

ｄ．機器等の使用又は個別業務の実施後に発見した不適合については，

その不適合による影響又は起こり得る影響に応じて適切な措置を講

ずること。 

(3) 組織は，(2)ａ．の措置を講じた場合においては，個別業務等要求事

項への適合性を実証するための検証を行う。 

 

4.3.3 改善 

組織は，品質マネジメントシステムの継続的な改善（品質マネジメント

システムの実効性を向上させるための継続的な活動をいう。）を行うため

に，品質方針及び品質目標の設定，マネジメントレビュー及び内部監査の

結果の活用，データの分析並びに是正処置及び未然防止処置の評価を通じ

て改善が必要な事項を明確にするとともに，当該改善の実施その他の措置

を講じる。 

 

5. 廃止措置に係る業務 

廃止措置期間中における品質保証活動は，廃止措置の安全の重要性に応

じた管理を実施する。廃止措置に係る工事，性能維持施設の施設管理等，

１号炉の廃止措置に係る業務は，品質マネジメントシステム計画のもとで

実施する。 

・実用炉規則改正に伴う変更 
（以下同様）                                


